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ダムに関連する支出及び支出を賄う財源の項目

項目 内容
負担
割合

R5決算
見込額
(単位：百万円)

終了年度等

支出 ダム管理費
ダムの設備更新費用、維持
するための管理費等

5.8t 199
ダムが存在する限り発生す
る（県補助金と相殺して実
質負担は2.0t分）

ダム所在市町村交付金
相当額負担金

ダム（固定資産）が所在す
る市町村に対して、地方税
法で定める固定資産税の代
わりに交付される交付金

5.8t 380

土地に係る部分は金額が変
わらず発生するが、大規模
改修等が無い限りダム本体
等に係る部分は年々減少し
ていく（県補助金と相殺し
て実質負担は2.0t分）

ダム減価償却費

ダム建設負担金の減価償却
費
※未稼働3.8t分は、建設仮
勘定に計上し、未償却

2.0t 404 R38終了

ダム企業債元利償還金
ダム建設負担金の財源とし
て借り入れた企業債の元利
償還金

5.8t 250
R13終了（県出資金と相殺し
て実質負担は2.0t分の
86,049,816円）

1,233

財源 県補助金

企業団が所有するダム使用
権5.8tのうち、県が留保す
る3.8t分に対するダム管理
費とダム所在市町村交付金
の補助金

3.8t 392
ダム管理費とダム所在市町
村交付金が発生する限り交
付される

ダム長期前受金戻入

ダム建設負担金の減価償却
費に含まれるダム建設負担
金に対する国庫補助金・市
町補助金

2.0t 186 R38終了

県出資金

企業団が所有するダム使用
権5.8tのうち、県が留保す
る3.8t分に対するダム建設
負担金の財源として借り入
れた企業債の元利償還金

3.8t 163
ダムに関する企業債償還が
終了するまで続く（R13終
了）

内部留保資金等
その他財源

企業団が負担する2.0t分の
ダム管理費・ダム減価償却
費等を補てん

2.0t 492

1,233

がダム関連経費

計

計
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